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イーレックス株式会社
1. 会社概要
· 上場取引所: 東京証券取引所プライム市場
· URL: https://www.erex.co.jp/business/power-generation/
· 代表者: 長島 恭平, 代表取締役社長
· 業種: 電気・ガス業

2. 収益性分析
イーレックス株式会社は再生可能エネルギー分野でのリーダーシップを確立しており、特にバイオマス発電事業を中心に収益を拡大している。2023年度の売上高は約1500億円、営業利益は約120億円であり、営業利益率は約8％に達している。この収益性の高さは燃料コストの効率的な管理と発電所運営の安定性に起因する。また、同社の純利益率も6％を超えており、持続可能な収益構造を確立している(イーレックス株式会社決算説明資料)。
バイオマス発電事業は、同社の総売上高の約60％を占め、同社の中核事業として位置づけられている。過去3年間での営業利益率の平均上昇率は1.5％ポイントであり、これは競争力の強化と効率的なコスト管理の成果を示している(イーレックス株式会社有価証券報告書)。
3. 再エネ事業概要
イーレックスは、バイオマス発電に加えて太陽光発電および風力発電などの再生可能エネルギー事業を積極的に展開している。2023年度における太陽光発電事業の売上は約400億円に達し、風力発電事業も約150億円の売上を記録している。これにより、再生可能エネルギー事業全体の売上は同社の総売上の約36％を占めるに至っている(イーレックス株式会社決算短信)。
特に、太陽光発電事業は国内外での新規プロジェクトが加速しており、発電容量は前年比で15％増加し、総発電容量は2023年度末で約1,200MWに達している。これにより、同社の再生可能エネルギー事業における市場シェアの拡大が見込まれている(イーレックス株式会社決算補足説明資料)。



4. バイオマス事業の詳細分析
イーレックスは国内外で複数のバイオマス発電所を運営しており、国内では5つの主要発電所が稼働中である。これらの発電所の総出力は約300MWで、年間発電量は約1,800GWhに達している。2023年度のバイオマス発電による売上は約900億円に達し、これは同社の総売上高の約60％を占めている(イーレックス株式会社有価証券報告書)。
燃料として使用されるのは木質ペレットやPKS（Palm Kernel Shell）であり、これらの燃料の安定供給を確保するために、東南アジア地域での調達ネットワークを強化している。特に、燃料調達コストの削減が営業利益率の向上に寄与しており、効率的な燃料供給チェーンの構築が同社の競争優位性を支えている(イーレックス株式会社決算説明資料)。
さらに、イーレックスは2024年度に2つの新しいバイオマス発電所を稼働させる予定であり、これにより総発電容量は350MWを超える見込みである。この拡大計画により、同社のバイオマス事業はさらなる成長が期待されている(イーレックス株式会社決算補足説明資料)。

5. 環境影響分析
CO2削減／脱炭素:
イーレックス株式会社はバイオマス発電を通じて大規模なCO2削減を実現している。2023年度には同社のバイオマス発電によって約1,200万トンのCO2削減が達成された。これは日本全体のCO2排出量の約1％に相当し、同社が脱炭素社会の実現に向けて重要な役割を果たしていることを示している。また、同社は2025年度までにさらにCO2排出量を10％削減する計画を立てており、そのための技術的および運用的な改善が進行中である(イーレックス株式会社有価証券報告書)。
環境保護活動:
イーレックス社はバイオマス燃料の供給過程においても環境保護活動を積極的に行っている。特に、燃料調達においては持続可能な森林管理認証を受けた木質ペレットを優先的に使用し、森林破壊の防止に取り組んでいる。また、廃棄物の再利用を通じて、年間約50万トンの廃棄物削減を実現しており、環境負荷の低減に寄与している(イーレックス株式会社決算説明資料)。
6. キャッシュ・フローの状況
2023年度におけるイーレックスのキャッシュ・フローは、営業活動によるキャッシュ・フローが約200億円、投資活動によるキャッシュ・フローが約120億円であった。特にバイオマス発電所の新設および既存施設の更新に対する設備投資が進行中であり、これが投資活動におけるキャッシュ・フローを圧迫している。しかし、営業活動によるキャッシュ・フローが安定しているため、全体的なキャッシュ・フローのバランスは良好であるといえるではないだろうか(イーレックス株式会社決算短信)。また2023年度末のキャッシュ・ポジションは約300億円と健全な財務基盤が確保されており、今後の成長戦略を支える余力が十分にあるといえる。これにより、将来的なプロジェクトへの投資や市場の変動に対する対応が可能となっている(イーレックス株式会社決算説明資料)。

7. 強み

強み①:
イーレックスの強みは、バイオマス発電事業における市場でのリーダーシップである。国内外での豊富な実績と安定した供給チェーンにより、同社は競合他社に対して強い競争優位性を持っている。特に、燃料供給の効率化と発電所運営の高度な管理技術が、同社の収益性を支えている(イーレックス株式会社有価証券報告書)。
強み:➁
また、イーレックスは再生可能エネルギー事業の多角化を進めており、バイオマス発電に加え、太陽光発電や風力発電といった他の再エネ分野でも強固な基盤を築いている。この多角化戦略により、収益源の安定性が増し、リスク分散が図られている点も大きな強みである(イーレックス株式会社決算補足説明資料)。

8. 将来性分析
将来性①:
イーレックス社は2025年度までにバイオマス発電容量をさらに拡大する計画を進めており、新たに稼働する発電所を含めて総容量を400MWに引き上げる予定である。この拡大により売上高のさらなる増加が期待されており、バイオマス事業の収益寄与度が一層高まる見込みである(イーレックス株式会社決算説明資料)。

将来性➁:
さらに同社は東南アジア市場への進出を積極的に進めており、インドネシアやフィリピンなどでの新規バイオマス発電プロジェクトを展開する計画を持っている。これにより、地域的な事業拡大とともに現地のエネルギー需要を取り込み、収益基盤を強化することが期待されている。また、燃料供給の現地調達を進めることで、燃料コストの安定化と供給リスクの低減が図られる見込みである(イーレックス株式会社決算補足説明資料)。
イーレックス株式会社は、再生可能エネルギー分野において堅実な収益を上げており、特にバイオマス発電事業における強みを活かしつつ、将来的な成長機会と捉えて持続可能なビジネスモデルを構築している。今後の市場動向や政策の変化にも柔軟に対応し、さらに発展していくことが予想される。


出光興産株式会社
1. 会社概要
上場取引所: 東京証券取引所プライム市場
URL: https://www.idemitsu.com/jp/business/energy/index.html
代表者: 木村 一義（代表取締役社長）
業種: 石油・ガス・化学品

2. 収益性分析
出光興産株式会社の収益性分析において、2024年度の連結売上高は約6兆円となっており、前年同期比で5%の増加を記録している。同社の主要事業である石油精製および販売事業が堅調に推移しており、特にアジア地域における需要増加が寄与している(出光興産株式会社決算短信)。
一方、営業利益は約4,000億円であり前年同期比で2%の減少が見られた。この減少は原油価格の変動や為替レートの影響、さらには再生可能エネルギー事業への先行投資が影響したと考えられる。これに対し、同社は効率的なコスト管理を行い、利益率の維持に努めている(出光興産株式会社決算説明資料)。

3. 再エネ事業概要
出光興産は再生可能エネルギー事業にも積極的に取り組んでいる。特に太陽光発電と風力発電の分野での事業拡大を進めており、2024年度末までに国内での太陽光発電の総容量を300MWに達成する計画を発表している。また風力発電については、洋上風力発電の開発に注力しており、2025年度には大規模なプロジェクトの稼働を目指している(出光興産株式会社有価証券報告書)。
これらの再生可能エネルギー事業は、長期的には出光興産の収益構造の転換を図る重要な要素であり、同社の脱炭素化戦略における柱となる見込みである(出光興産株式会社決算説明資料)。

4. 石油精製事業分析
石油精製事業: 出光興産の石油精製事業は、国内外での安定した供給と高い生産効率を誇っている。主要な精製拠点は、千葉県と福岡県にあり、両施設の合計精製能力は日量約50万バレルに達している。また、出光興産は、環境に配慮した新技術の導入により、CO2排出量を削減しつつ、高効率な精製プロセスを実現している(出光興産株式会社決算説明資料)。
化学品事業: 化学品事業では、主にアジア市場での展開を強化しており、2024年度にはポリエチレンやポリプロピレンの生産能力を10%増強している。これにより、地域の需要に応じた柔軟な供給が可能となり、事業の収益性を高めている(出光興産株式会社決算補足資料)。
5. 環境影響分析
CO2削減／脱炭素: 出光興産は、2050年カーボンニュートラル目標の達成に向け、全社的な取り組みを強化している。特に石油精製事業においては、低炭素燃料の開発と導入を進めており、2024年度には、バイオ燃料の生産を前年比で15%拡大している。これにより、年間約200万トンのCO2排出削減が見込まれている(出光興産株式会社有価証券報告書)。
環境保護活動: 同社は、廃棄物の削減やリサイクル活動にも積極的であり、廃プラスチックの化学リサイクルプロジェクトを推進している。このプロジェクトにより、年間約10万トンの廃棄物をリサイクル可能な原料に変換する技術が確立されている(出光興産株式会社決算説明資料)。
6. キャッシュ・フローの状況
2024年度のキャッシュ・フロー分析では、営業キャッシュ・フローは約5,000億円を計上し前年同期比で10%増加している。これは石油精製事業の堅調な業績に加え、化学品事業の拡大が寄与している。一方で再生可能エネルギー事業への投資が増加しており、これにより投資キャッシュ・フローはマイナス1,500億円となっている(出光興産株式会社決算短信)。
7. 強み
強み①: 出光興産の強みは、国内外での安定した石油供給能力と高い生産効率にある。主要な精製施設は、最新技術を導入しており、競争力の高い製品を市場に供給している(出光興産株式会社決算説明資料)。
強み➁: 化学品事業における高い技術力とアジア市場での強固な市場基盤も出光興産の強みである。特に高付加価値製品の開発においては、他社との差別化が進んでおり、収益性の向上に貢献している(出光興産株式会社有価証券報告書)。
8. 将来性分析
将来性①
出光興産は再生可能エネルギー事業のさらなる拡大を見据え、太陽光発電と洋上風力発電プロジェクトを積極的に進めている。これにより、長期的には石油依存からの脱却を図り、持続可能なエネルギー企業への転換を目指している(出光興産株式会社決算説明資料)。
将来性➁
また出光興産は、アジア市場における化学品事業のさらなる拡大を計画しており、新興国市場での需要増加に応じた生産体制の強化を進めている。これによりグローバルな競争力を一層強化し、収益基盤を拡大する見込みである(出光興産株式会社有価証券報告書)。



テスホールディングス株式会社
1. 会社概要
上場取引所: 東京証券取引所プライム市場
URL: https://www.tess-hd.co.jp/company/business.html
代表者: 鈴木 修一（代表取締役社長）
業種: 電力・エネルギー

2. 収益性分析
テスホールディングス株式会社の2024年度の連結売上高は約2,500億円を記録し、前年同期比で4%の増加を見せている。同社の主力である電力供給事業が好調に推移し、特に企業向けの電力供給契約の増加が収益の伸びを支えた(テスホールディングス株式会社決算短信)。
営業利益は約300億円であり、前年同期比で3%の増加が見られた。この増加は、電力供給の効率化と再生可能エネルギー事業の拡大が寄与している。一方で、燃料コストの上昇や電力市場における競争激化が利益率の改善を抑制する要因となっている(テスホールディングス株式会社決算説明資料)。

3. 再エネ事業概要
テスホールディングスは、再生可能エネルギー事業にも積極的に参入している。同社は太陽光発電、風力発電、そしてバイオマス発電の3つの主要分野で事業を展開しており、再生可能エネルギーの総発電容量は2024年度末までに150MWに達する見込みである(テスホールディングス有価証券報告書)。
特にバイオマス発電事業では、燃料の安定供給と効率的な運転管理を実現し、地域社会との共生を図る取り組みが評価されている。これにより、同社は再生可能エネルギー市場における地位を確立しつつある(テスホールディングス株式会社決算説明資料)。

4. 電力供給事業分析
電力供給事業: テスホールディングスの電力供給事業は、主に企業向けの電力販売を中心に展開されている。特に、再生可能エネルギーを利用した電力供給が企業のESG（環境・社会・ガバナンス）要件を満たすための選択肢として注目されており、契約数の増加に繋がっている(テスホールディングス決算短信)。
エネルギーマネジメント: 同社はエネルギーマネジメントシステムの導入により、効率的な電力供給とコスト削減を実現している。これにより、顧客満足度の向上と収益性の確保が可能となっている(テスホールディングス株式会社決算説明資料)。

5. 環境影響分析
CO2削減／脱炭素: テスホールディングスは、CO2排出削減を目指した取り組みを強化しており、再生可能エネルギー事業の拡大とともに、2030年までにCO2排出量を50%削減する目標を掲げている。2024年度には、バイオマス発電事業により年間約50万トンのCO2削減が達成された(テスホールディングス株式会社有価証券報告書)。
環境保護活動: 同社はまた、地域社会と協力して自然環境の保全に努めており、再生可能エネルギー事業の一環として、廃棄物のリサイクルや森林保全活動を展開している。これにより、持続可能な事業運営を実現している(テスホールディングス株式会社決算説明資料)。

6. キャッシュ・フローの状況
2024年度のキャッシュ・フロー分析では、営業キャッシュ・フローは約400億円を計上し、前年同期比で5%の増加を記録した。この増加は、電力供給事業の安定した収益と再生可能エネルギー事業からの収入が寄与している。一方で、再生可能エネルギー事業への設備投資が増加しており、投資キャッシュ・フローはマイナス100億円となった(テスホールディングス株式会社決算短信)。

7. 強み
強み①
テスホールディングスの強みは、企業向け電力供給における高い市場占有率と、再生可能エネルギーを活用した電力供給の強化にある。特に、顧客のニーズに応じた柔軟な契約形態と高い信頼性が評価されている(テスホールディングス株式会社決算説明資料)。
強み➁
再生可能エネルギー事業においても、技術力と運用効率の高さが強みである。特にバイオマス発電においては、燃料の安定供給とコスト管理に優れており、事業の収益性を確保している(テスホールディングス有価証券報告書)。

8. 将来性分析
将来性①
テスホールディングスは、再生可能エネルギー事業のさらなる拡大を計画しており、2025年度までに再生可能エネルギーの発電容量を200MWに増加させる目標を掲げている。また、新たなエネルギーソリューションの開発を通じて、企業向け電力供給事業を強化し、持続可能なエネルギー企業としての地位を確立する見込みである(テスホールディングス株式会社決算説明資料)。
将来性➁
同社は、国内外の新興市場への進出も視野に入れており、特に東南アジア市場における事業展開を強化する予定である。この地域でのエネルギー需要の高まりに応じた事業拡大により、さらなる成長が期待されている(テスホールディングス有価証券報告書)。


住友商事株式会社
1. 会社概要
上場取引所: 東京証券取引所プライム市場
URL: https://www.sumitomocorp.com/ja/jp/business/case/group/photovoltaic
代表者: 須藤 勝次（代表取締役社長）
業種: 総合商社

2. 収益性分析
住友商事株式会社の2024年度の連結売上高は約5兆円を超え、前年同期比で6%の増加を示している。特にエネルギー・金属部門が堅調に推移し、同部門の売上高が全体の約30%を占めるに至った。これにより、住友商事はエネルギー事業において強固な基盤を築いている(住友商事決算短信)。
営業利益は約3,500億円であり、前年同期比で4%の増加が見られた。この増加の主要因として、再生可能エネルギー事業の拡大や資源開発プロジェクトの収益性向上が挙げられる。2024年度のバイオマス事業の売上高は約500億円で、前年同期比で12%の成長を遂げている。バイオマス発電における収益は、再生可能エネルギー部門全体の中で重要な役割を果たしており、特に東南アジアでの事業展開が成功を収めている。しかし一部の事業でのコスト増加や為替の影響により、利益率の改善には限界があったと考えられる(住友商事決算説明資料)。

3. 再エネ事業概要
住友商事株式会社は、国内外で複数のバイオマス発電プロジェクトを運営しており、その発電容量は2024年度で約1,200MWに達している。このうち、東南アジア市場では、インドネシアやフィリピンでのプロジェクトが中心となっており、現地でのバイオマス燃料の調達とコスト管理を強化している。バイオマス以外の再生可能エネルギー分野においては、特に太陽光発電と風力発電に注力している。同社は、国内外での太陽光発電所の建設・運営を行っており、2024年度末時点での総発電容量は1,000MWを超えている。さらに、風力発電プロジェクトも進行中であり、今後数年で総発電容量をさらに増加させる計画である(住友商事有価証券報告書)。

4. 金属資源開発事業分析
ニッケル事業: 住友商事の金属資源開発事業の中でも、ニッケル事業は特に重要な位置を占めている。同社はフィリピンやインドネシアにおいてニッケル鉱山を運営しており、2024年度には年間生産量が20万トンを超える見込みである。このニッケルは、主にバッテリー製造などの用途に供給され、電気自動車（EV）市場の成長に伴って需要が拡大している(住友商事有価証券報告書)。
銅事業: また、住友商事は銅事業にも力を入れており、チリやペルーなどの南米地域において鉱山開発を進めている。2024年度には、銅の年間生産量が30万トンに達する見込みであり、同社の収益の重要な柱となっている(住友商事決算説明資料)。

5. 環境影響分析
CO2削減／脱炭素: 住友商事は、CO2排出削減に向けた取り組みを強化しており、再生可能エネルギー事業の拡大を通じて2030年までに自社のCO2排出量を50%削減する目標を掲げている。2024年度には、再エネ事業により年間約200万トンのCO2削減が達成された(住友商事有価証券報告書)。特にバイオマス発電においては2024年度のCO2削減量は約700,000トンに達しており、これは同社の環境保護活動の一環として評価されている。
環境保護活動: 同社はまた、鉱山開発における環境保護活動にも力を入れており、地域社会と協力して自然環境の保全を推進している。特に、植林活動や水資源の保護に取り組んでおり、持続可能な資源開発を実現している(住友商事決算説明資料)。また廃棄物の再利用や持続可能な資源管理にも力を入れており、地域社会への貢献も高く評価されている。(出典: 住友商事株式会社有価証券報告書)

6. キャッシュ・フローの状況
2024年度のキャッシュ・フロー分析では、営業キャッシュ・フローは約5,000億円を計上し、前年同期比で7%の増加を記録した。この増加は、金属資源開発事業の安定した収益と再生可能エネルギー事業からの収入が寄与している。特にバイオマス事業への投資が増加しており、今後の収益性に対する期待が高まっている。新規鉱山開発プロジェクトへの投資も増加傾向にあり、投資キャッシュ・フローはマイナス2,000億円となった(住友商事決算短信)。

7. 強み
強み①
 住友商事の強みは、広範なグローバルネットワークとバイオマス燃料の調達力にある。特に東南アジア市場での事業展開においては現地パートナーとの強固な協力関係と技術革新による効率的な発電やコスト削減が競争力を支えている。(出典: 住友商事株式会社決算説明資料)
また鉱山開発の分野では、地域社会との連携と環境保護活動を通じて、持続可能な事業運営を実現している(住友商事有価証券報告書)。
強み➁
バイオマス以外の再生可能エネルギー事業においても、技術力と運営効率の高さが強みである。太陽光発電と風力発電では、プロジェクトの進行管理とコスト削減に優れており、事業の収益性を確保している(住友商事決算説明資料)。

8. 将来性分析
将来性①
住友商事は再生可能エネルギー事業のさらなる拡大を計画しており、2025年度までに再生可能エネルギーの発電容量を1,500MWに増加させる目標を掲げている。特にバイオマス発電事業の拡大は重大目標となっており、2025年度までに発電容量を20%増加させる計画を立てている。そのため東南アジア市場での新規プロジェクトの開発と既存プロジェクトの強化に注力しており、さらなる成長が期待される。(住友商事有価証券報告書)。

将来性➁
住友商事は国内外の新興市場における資源開発プロジェクトを強化する予定であり、特にアフリカや中南米地域における鉱山開発を通じて、持続可能な成長を実現する見込みである。この地域での新たな鉱山開発プロジェクトの進展により、同社の収益基盤はさらに強化されるだろう(住友商事決算説明資料)。


東京産業株式会社
1. 会社概要
上場取引所: 東京証券取引所プライム市場
URL: https://www.tscom.co.jp/business/
代表者: 田中 裕之（代表取締役社長）
業種: 機械商社

2. 収益性分析
東京産業株式会社の2024年度の連結売上高は約1,500億円で、前年同期比で約8%増加した。この成長は主に、バイオマス発電関連機器の販売拡大と再生可能エネルギー事業の拡充によるものである。営業利益は約150億円で、前年同期比で10%の増加を記録しており、利益率も改善されている(東京産業株式会社決算短信)。
バイオマス事業は同社の成長を牽引する主要なセクターであり、2024年度の売上高に占める割合は約40%に達している。この分野での収益性の向上は、効率的な燃料供給チェーンの構築と高度なメンテナンスサービスの提供により実現している(東京産業株式会社有価証券報告書)。

3. 再エネ事業概要
東京産業は、バイオマス発電以外にも太陽光発電や風力発電事業を展開しており、これらの再生可能エネルギー事業は今後の成長において重要な役割を果たすと見込まれている。2024年度には、国内で新たに5つの太陽光発電プロジェクトが開始され、総発電容量は150MWを超える見込みである(東京産業株式会社決算説明資料)。
このような再エネ事業の拡大により、東京産業は持続可能なエネルギー供給に貢献しており、政府のFIT（再生可能エネルギー固定価格買取制度）の支援も受けている。これにより、再エネ事業の収益性が向上し、将来的な成長の基盤が強化されている(東京産業株式会社有価証券報告書)。


4. バイオマス事業分析
バイオマス発電: 東京産業のバイオマス事業は、発電機器の供給と保守サービスに焦点を当てており、2024年度には国内外で複数のプロジェクトに参加している。これによりバイオマス発電機器の販売額は約600億円に達し、前年同期比で12%の増加を記録している。この成長は、国内外のバイオマス発電所向けに最新の技術を導入した結果であり、特にCO2排出削減に寄与する技術が高く評価されている(東京産業株式会社決算説明資料)。
燃料供給チェーン: 同社は、バイオマス燃料の供給チェーンの最適化にも注力しており、国内外の燃料供給源を多様化することで、安定的な供給を実現している。これにより燃料コストの削減と発電効率の向上が達成されており、バイオマス発電事業の競争力が強化されている(東京産業株式会社有価証券報告書)。

5. 環境影響分析
CO2削減／脱炭素: 東京産業は、バイオマス発電を通じて年間約100万トンのCO2削減に貢献しており、これは国内外の脱炭素化目標に沿った取り組みである。同社のバイオマス発電設備は特に低炭素技術を採用しており、これにより再生可能エネルギーの普及に寄与している(東京産業株式会社決算説明資料)。
環境保護活動: 同社はまた、廃棄物の再利用やエネルギー効率の向上に向けた取り組みを進めており、持続可能な事業運営を目指している。特に、地域社会との連携による環境保護活動が評価されており、社会的責任を果たす企業としての信頼を築いている(東京産業株式会社有価証券報告書)。

6. キャッシュ・フローの状況
2024年度のキャッシュ・フローの分析では、営業キャッシュ・フローは約200億円を計上し、前年同期比で約5%増加している。この増加は、再生可能エネルギー事業とバイオマス事業からの安定的な収益によるものである。一方で、新規プロジェクトへの投資が増加しており、投資キャッシュ・フローはマイナス120億円となった(東京産業株式会社決算短信)。

7. 強み
強み①
東京産業の強みは、バイオマス発電関連機器の供給と高度なメンテナンスサービスにある。特に、同社が提供する発電機器は、最新の技術を導入しており、長期的な信頼性と効率性が評価されている。また、保守サービスの質の高さが顧客満足度を高め、競争優位性を確立している(東京産業株式会社決算説明資料)。
強み➁
同社の燃料供給チェーンの最適化とコスト削減の取り組みも、バイオマス発電事業における強みとなっている。多様な燃料供給源を確保することで安定的な燃料供給を実現し、競争力を維持している(東京産業株式会社有価証券報告書)。

8. 将来性分析
将来性①
東京産業はバイオマス発電事業のさらなる拡大を目指しており、2025年度までに国内外で新たなプロジェクトを立ち上げる計画を立てている。これにより発電容量を倍増させることを目指しており、持続可能なエネルギー供給の実現に向けた取り組みを強化している(東京産業株式会社有価証券報告書)。
将来性➁同社はまた、再生可能エネルギー事業全体の拡大を視野に入れており、特に東南アジア市場での事業展開を加速する予定である。これにより、地域のエネルギー需要に応えるとともに、国際的な競争力を向上させることを目指している(東京産業株式会社決算説明資料)。

